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第 1号議案 

令和 4年度事業報告（案） 

令和 4 年度の新型コロナ感染は急拡大と収束を繰り返しました。当協会の講習会事業につ

いては、少なからず影響は受けましたが、安全衛生法等の改正に伴い石綿作業主任者及び

特定化学物質作業主任者講習の受講者が急増し、結果として前年を上回る受講者を確保す

ることが出来ました。 

 このため令和４年度の当協会の収支は黒字となりましたが、新型コロナによる事業報告

会をはじめとする各種会議の中止に伴う支出減と法改正に伴ういわゆる特需がその主た

る要因であり、将来的な安定運営には厳しいものがあると感じています。また、物価高に

伴う機材費及び保守・サービス料の値上がり及び職員の賃金改善等に対応するための支出

の増加は避けられないものと考えています。このため講習料金の値上げを実施し、必要な

収入の確保を図ることとしました。何卒ご理解のほどお願い申し上げます。 

 

1 安全衛生関連事業 

(1)2018年度から 2022年度（令和 4年度）までの 5年間を計画期間とする、宮崎労働局の

「第 13 次労働災害防止推進計画」(略称「13 次防」)の最終年となり、計画の推進に労

働災害防止団体として積極的に協力しました。また、宮崎労働局の受動喫煙防止対策の

推進にもセミナーを開催する等積極的に協力しました。 

(2)当協会他 5 団体で構成する宮崎県労働災害防止団体等連絡協議会の主催で、宮崎労働

局、宮崎県、宮崎市その他労使団体等の後援のもとに、昨年に続き 11月 16日に宮崎市

佐土原総合文化センターにおいて「宮崎県産業安全衛生大会」を開催しました。今回も

昨年同様、新型コロナ感染防止を考慮して、特別講演を省略して開催時間を短縮すると

ともに安全用品展示会、健康相談会等は実施しませんでした。 

(3)１月の安全祈願祭は 4支部全てで開催することができました。 

(4)中央労働災害防止協会との共催で国の補助事業を活用して「リスクアセスメント実務

研修」、「ＫＹＴトレーナー研修会」を実施しました。 

(5) 中央労働災害防止協会のサービス事業である「中小規模事業場安全衛生相談事業」を

実施し、宮崎、延岡、都城の各支部への相談が合計 18件ありました。 

(6)平成 4年度の全国産業安全衛生大会は福岡市において 10月 19日から 21日まで開催されま

した。九州での開催ということで積極的な参加をお願いしましたところ、５０名以上の参加

がありました。ありがとうございました。 
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(7)本部及び各支部が実施した事業への会員の参加状況は以下のとおりです。 

会員参加の事業 参加人数 備  考 

支部事業報告会 中止 宮崎支部 6月、その他の支部 5月 

安全衛生パトロール 中止 全支部 7月(計画当面中止) 

地区安全衛生大会 
延岡支部 122名 

都城支部・日南支部 中止 

延岡支部 6月、都城支部 9月、日南

支部 10月計画 

宮崎県産業安全衛生大会 261名 11月 16日 

産業安全祈願祭 339名 
延岡支部 1 月 10 日・宮崎・都城支部

1 月 11 日,日南支部 1 月 16日 

(8)各種講習会関係 

令和 4年度に当協会が実施した講習は次のとおりです。 

区分 開催回数(回) 受講者数(人) 受講者数 

対前年増減(人) 令和 4 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 3 年度 

技能講習 76 77 4,120 3,894 226 

実技講習 1 1 59 28 31 

特別教育 34 32 1,835 1,656 179 

一般講習 18 18 1,092 943 149 

合計 129 128 7,106 6,521 585 

 

2 労務管理関係事業 

12 月には受動喫煙防止対策セミナーにあわせて宮崎労働局健康安全課 地福労働衛生

専門官から「新たな化学物質規制」について説明いただきましたところ 40名余りの参加

がありました。 

 

3 労働保険事務組合事業 

  

区分 2008年度末 2013年度末 2021年度末 2022年度末 

委託事業場数(本部) 114 90 83 82 

委託事業場数(延岡) 74 60 廃止により 0 0 

合 計 188 150 83 82 

 

4 受託事業関連事業 

当協会の上部団体である(公社)全国労働基準関係団体連合会(略称「全基連」)宮崎県支

部として「外国人技能実習制度実習責任者講習」を 10月に実施し、４３名の受講がありま

した。 
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5 会員の状況 

(1) 会員数の増減状況 

令和 4年度の正会員は、入会 12事業場、脱会 33事業場で 21事業場減少して 1,835事

業場となりました。 平成 29 年度の２桁の増加を最後に、新型コロナ感染症感染拡大

の要因も加わり減少に転じています。 

今後も引き続き会員の拡大に努めて一層の会員サービスの充実を図ります。 

なお、脱会の理由別内訳では、経費節減 18 事業場をはじめ倒産以外が 24 事業場で

72％を占めています。 

正会員数 
3年度末 新規会員 脱会会員 4年度末 増減 

1,856 12 33 1,835 △21 

 宮崎 646 7 10 643 △3 

延岡 549 2 10 541 △8 

都城 427 3 8 422 △5 

日南 234 0 5 229 △5 

賛助会員 2 0 0 2 0 

※賛助会員は宮崎県社会保険労務士会、全国労働基準関係団体連合会(全基連) 

 

(2)脱会等の理由 

脱会理由 倒産・閉鎖 経費節減 メリット希薄 会費滞納その他 計 

宮崎支部 2 6 2 0 10 

延岡支部 2 6 2 0 10 

都城支部 3 3 0 2 8 

日南支部 2 3 0 0 5 

計 9 18 4 2 33 

※メリット希薄には事務組合の委託解除を含む 

 

(3)直近 5年間の会員数の推移 

年 度 平成 30 年度末 平成 30 年度末 令和元年度末 令和 2 年度末 令和 3 年度末 

会員数 1,956 1,951 1,931 1,856 1,835 

対前年増減 △1 △5 △20 △75 △21 

 

 

 

 

 

 

  


